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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第80期中間期、第80期、第81期中間期、第81期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式

がないため記載しておりません。また、第82期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、１株当た

り中間純損失であり、また潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第81期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 33,623 34,340 36,311 69,182 70,521

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 1,674 1,362 △23 3,754 3,197

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)

(百万円) 743 567 △2,549 1,691 690

純資産額 (百万円) 32,212 30,625 24,285 30,750 30,393

総資産額 (百万円) 65,468 63,665 78,182 64,197 61,837

１株当たり純資産額 (円) 536.51 566.51 488.49 556.49 563.54

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(円) 12.38 10.31 △48.55 28.67 12.66

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.2 48.1 31.0 47.9 49.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,391 1,331 781 4,146 2,587

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,047 △423 △19,732 △455 △1,062

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 855 △902 18,816 △3,252 △3,130

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 6,512 5,812 4,061 5,787 4,209

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
1,497

(121)

1,539

(96)

1,582

(96)

1,480

(119)

1,552

(94)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失」及び「潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、第81期中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 25,276 24,486 25,027 51,099 49,621

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 1,218 740 △419 2,724 2,107

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)

(百万円) 547 318 △1,806 1,283 786

資本金 (百万円) 10,782 10,782 10,782 10,782 10,782

発行済株式総数 
(普通株式)

(千株) 60,161 60,161 60,161 60,161 60,161

発行済株式総数 
(第Ⅰ種種類株式）

(千株) ― ― 53,894 ― ―

純資産額 (百万円) 37,368 34,764 29,436 35,272 34,655

総資産額 (百万円) 58,314 55,069 70,968 56,270 53,045

１株当たり配当額 (円) 5 5 ― 10 5

自己資本比率 (％) 64.1 63.1 41.5 62.7 65.3

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
892

(98)

897

(96)

903

(96)

878

(95)

892

(94)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

３ 【関係会社の状況】 

  当中間連結会計期間において重要な関係会社の異動はありませんが、連結子会社であるジョン・オ

ー・バトラーメキシコは平成19年８月20日にサンスターアメリカメキシコ S DE RL DE CVへと社名を変更

いたしました。 

なお、当社は平成19年11月15日の株主総会決議に基づき、平成19年12月1日に親会社であるＳＳＡ株

式会社と合併し、当社が存続し同社は解散しました。詳細は「第５ 経理の状況 １中間連結財務諸表

等 (1)中間連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の( )は、臨時従業員の当中間連結会計期間における平均雇用人員であり外数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の( )は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であり外数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び国内連結子会社には労働組合があります。なお、それぞれの労使関係は、安定しており特記

すべき事項はありません。また、在外連結子会社サンスターアメリカインク、サンスターアメリカメキ

シコ S DE RL DE CV、サンスターファーマシューティカルインク、サンスタースイスSA、ジョン・オ

ー・バトラーGmbH、メディカデントS.A.S.、ファーマデントS.A.S.、サンスターキャピタル(ルクセン

ブルク)S.A.、盛勢達国際貿易(上海)有限公司には労働組合はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

オーラルケア事業 1,299(78)

コスメタリー事業 158(11)

その他の事業 41( 3)

全社(共通) 84( 4)

合計 1,582(96)

従業員数(名) 903(96)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

当中間連結会計期間における日本経済は、海外への輸出の増加や、国内での民間需要が増加するな

ど、引き続き景気が拡大傾向にあります。一方、世界経済では、米国サブプライムローン問題の経済に

与える影響などが懸念され、全体としては不安定な状態が続いております。 

 このような状況のもとで、当社は全員一体の経営体制のもと「顧客価値創造型カンパニー」への変革

を中期経営戦略と定め、種々の経営課題に取り組んでまいりました。  

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は36,311百万円(前年同期比105.7%)と伸長しましたが、利益

面では、販売費及び一般管理費の増加や会計処理の変更に伴う役員退職慰労引当金の計上、ルクセンブ

ルクの子会社での社債の期限前償還に伴う手数料を特別損失として計上したことなどにより、営業利益

は674百万円（同37.0%)、経常損失23百万円(前年同期は経常利益1,362百万円)、中間純損失2,549百万

円(前年同期は中間純利益567百万円)となりました。 

  

  

① 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

オーラルケア事業 

「Ｇ・Ｕ・Ｍ」ブランドでは、本年２月に発売した高付加価値ライン「ガム・アクティバイタ

ル」の育成に取り組み、＜歯周組織の生体力を健全に保ち、歯周病菌に負けないお口作りをめざす

＞という新しい情報を顧客へ効率的に届けるため、さまざまなプロモーション活動を実施しまし

た。また、「Ｏｒａ２」ブランドでは、本年８月に「ステインクリア」シリーズのパッケージを女

性らしく華やかなデザインに一新すると同時に、新たな香味の商品を追加し、ターゲットである20

～30代女性に向けたコミニュケーション活動を積極的におこなったことなどにより、売上高は

29,606百万円(前年同期比105.3%)となりましたが、市場競争の激化により、営業利益は1,719百万

円(同76.6%)にとどまりました。 

  

コスメタリー事業 

「サンスターＴＯＮＩＣ（トニック）」ブランドにおいては、本年３月の「エナージングシャン

プー ナチュラルモイストタイプ」の発売によりラインアップを強化するとともに、夏季の最需要

期に向けた早期のプロモーション活動と店頭展開を行いました。 

 「ＶＯ５」ブランドでは、「ＶＯ５ヘアスプレイ カールキープ」を中心に、巻き髪をテーマに

したイベント、雑誌広告、ＷＥＢサイトなど、メディアミックスによる複合的なコミニュケーショ

ン活動を実施しました。 

 これらにより、売上高は4,979百万円（前年同期比109.0%)と伸長しましたが、積極的なプロモー

ション展開をしたこともあり、営業損失18百万円(前年同期は営業利益258百万円)となりました。 

  

その他の事業 

定期購入制度導入などの顧客満足度を高める通信販売体制の強化に努めるとともに、新製品「４

つのベリーの恵み」の市場導入を実施し、売上高は1,726百万円(前年同期比104.3%)となりました

が、大々的な販促活動の実施などにより、営業損失は150百万円(前年同期は営業利益94百万円)と

なりました。 

  



② 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。なお、売上高はセグメント間の内部

売上高を含んでおります。 

日本 

主要ブランドでの新製品の開発、投入とターゲットや需要期にあわせた積極的な広告宣伝活動を

実施た結果、売上高は25,112百万円（前年同期比102.2%)と伸長しましたが、営業利益は153百万円

(同11.7%)にとどまりました。 

  

北米 

大手小売店への積極的な商品導入を引き続き推進する一方、アルゼンチン拠点での販売を開始す

るなど、中南米諸国における販売展開を進めております。このような結果、売上高は7,668百万円

(前年同期比107.0%)、営業利益は466百万円(同101.3%)と伸長いたしました。 

  

欧州 

薬局や歯科医院向けの営業活動を強化するとともに、口腔内の細菌のバランスを回復させること

で自然治癒力を高め、歯周病を予防するサプリメント「ぺリオバランス」をフランスで発売し、ご

好評をいただいております。このような結果、売上高は5,224百万円(前年同期比128.7%)、営業利

益は862百万円(同106.0%)と伸長いたしました。 

  

中国 

台湾の薬局チェーン向けに「Ｏｒａ２」ブランドの販売を行うなどのラインアップの強化や中国

国内における歯科医院向けの事業の拡大などをはかった結果、売上高は188百万円(前年同期比

(101.3%)と伸長しましたが、営業損失は25百万円(前年同期は営業損失15百万円)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は4,061百万円（前年同期比69.9%）となり

ました。 

営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前中間純損失を計上したことと、売上債権の減

少などにより、781百万円（同58.7%)となりました。  

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、歯磨、歯ブラシ製造設備の拡充、更新などを実施し、ま

た、親会社であるＳＳＡ株式会社へ18,800百万円の貸付を実施したことなどにより、19,732百万円の支

出となり、前中間連結会計期間と比べて19,309百万円の支出増となりました。  

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、上述のＳＳＡ株式会社への貸付ならびにルクセンブルクの

子会社の社債償還にともなう資金調達をおこない18,816百万円の収入となり、前中間連結会計期間と比

べて19,719百万円の収入増となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の事業別内訳は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格により換算したものであります。 

２ 上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(2) 受注実績 

受注生産は行なっておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の事業別内訳は次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
２ 上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

オーラルケア事業 22,357 96.2

コスメタリー事業 5,111 116.1

その他の事業 109 83.8

合計 27,578 99.3

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

オーラルケア事業 29,606 105.3

コスメタリー事業 4,979 109.0

その他の事業 1,726 104.3

合計 36,311 105.7

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱パルタック 8,727 25.4 9,165 25.2



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間における、経営上の重要な契約等は以下のとおりであります。 

 
(注)上記の契約会社名は、当社であります。 

  

なお、当社は平成19年10月24日に、親会社であるＳＳＡ株式会社との合併契約を締結し、同年12月１日

に合併しました。詳細は「第５ 経理の状況 １中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表 注記事項

(重要な後発事象)」に記載しております。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間の研究開発活動は、世界の人々から信頼と共感を得られるブランドの創生と育成を

めざし、美と健康に奉仕するための特長ある付加価値の高い製品開発活動を実施してまいりました結果、

研究開発費の総額は2,181百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントでの研究開発活動は、次のとおりであります。 

オーラルケア事業 

歯磨分野では、Ｏｒａ２ブランドの「ステインクリア」シリーズにおいて、ペースト及びマウスウォッ

シュで新しいフレーバーの商品を上市し、コアターゲットである20代、30代の女性に向けて、従来からの

ステイン除去機能だけでなく、情緒面からも満足していただける商品を提案いたしました。Ｇ・Ｕ・Ｍブ

ランドにおいては、「ナイトケアデンタルリンス」で歯肉炎効能をあらたに追加取得するとともに、新フ

レーバーの商品をライン追加し、液体商品の充実を図りました。また、メディカルシリーズでは、「ドロ

ップ」に「青りんご味」を追加しラインアップの充実を行いました。また、これら以外のブランドにおい

て、既存商品の処方を活用してのグローバル展開にも力を入れております。  

 一方、静岡県立静岡がんセンター、静岡県歯科医師会、サンスターの３者共同研究の成果の一つとし

て、がん患者の口腔状態に合わせた口腔ケアセットを静岡県内の販売店に限定して発売しました。このよ

うな取り組みを通して、今後も、がん治療に伴う口腔内のトラブルを軽減し、患者様のＱＯＬ（クオリテ

ィー・オブ・ライフ＝生活の質）向上に貢献したいと考えております。  

 また、オーラルケア製品の国際基準対応を進めるため、平成19年９月にベルリンで開催されたＩＳＯ国

際会議にも出席し、継続的かつ積極的にこれら活動に取り組んでおります。  

 さらに、欧米におけるｂＦＧＦ(塩基性繊維芽細胞成長因子：ｂａｓｉｃ ＦＧＦ)を用いた、歯科領域

での製品開発や販売に関して、科研製薬株式会社（本社：東京都文京区) とライセンス契約を締結しまし

た。このライセンス使用料の一部として700百万円を支出しております。 

  

これらの結果、当部門の研究開発費の金額は1,668百万円となりました。 

  

相手会社名 国名 契約の内容 契約期間

科研製薬株式会社 日本
欧米におけるｂＦＧＦ（塩基性線維芽細胞
成長因子）の歯科領域での開発、販売に関
するライセンス契約

平成19年６月より、商業的販売
開始後15年もしくは特許満了ま
でのいずれか遅い方の日まで



コスメタリー事業 

 スキンケア分野では、サレーヌブランドにおいて従来のフェイシャル商品に加え、ボディ（胸部、背

部）向けのお手入れ商品を発売し、同ブランドの活性化を図りました。また、他のブランドにおいても、

ブランド力を強化するための製品開発を進めております。  

ヘアケア分野では、従来よりも使用感を向上させるための開発、改良を行ってまいりました。  

  

これらの結果、当部門の研究開発費の金額は127百万円となりました。 

  

その他の事業 

健康食品分野においては、主力ブランドである「健康道場」シリーズを中心とした、エビデンスに基づ

く機能性食品開発を外部研究機関と協同で進めております。また、近年になって社会的な関心事となって

いるメタボリックシンドロームについて、他の企業とともに「メタボリックシンドローム撲滅委員会（後

援：厚生労働省）」に協賛するとともに、これに合わせた商品開発を進めております。  

  

これらの結果、当部門の研究開発費の金額は44百万円となりました。 

  

全社共通 

  

全社的な研究開発活動においては、平成19年７月に静岡コンベンションセンターで開催されたサンスタ

ーシンポジウム「カラダとお口の不思議な関係(主催:財団法人サンスター歯科保健振興財団)」に協賛い

たしました。この取り組みにより、口腔の健康は単に局所の問題に止まらず、全身の健康と深く関わって

いるということを、医療関係者のみならず広く一般の方々にお伝えするとともに、この分野における国内

外のトップの研究者との交流を深め、商品開発に必要な情報収集に努めました。また、国立大学法人弘前

大学と、学術研究の振興と研究成果の社会活用の推進を図るため、研究連携の推進に関する協定書を締結

しました。今後、新しい商品の開発を目指し、同大学との共同の取り組みを推進してまいります。 

  

これらの結果、当部門の研究開発費の金額は341百万円となりました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設のうち、当中間連

結会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

 
(注)上記金額には、消費税は含まれておりません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの名称

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月
完成後の
増加能力

提出 
会社

本社 
(大阪府高槻市)

オーラルケア事業 
コスメタリー事業 
その他の事業

全社共通設備 558 平成19年８月 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注)   平成19年６月25日の株主総会において定款の一部変更が決議され、発行可能株式総数は2億3,500万株、この

うち普通株式は1億1,750万株、第Ⅰ種種類株式は1億1,750万株となりました。  

  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) １ 普通株式は、大阪証券取引所市場第１部に上場しておりましたが、株券上場廃止基準第２条第１項第18号

(全部取得)に該当のため、平成19年７月26日付で上場廃止となりました。 

２ 平成19年６月25日開催の株主総会において定款の一部変更が行われ、当社普通株式には平成19年８月１日付

で全部取得条項を付しております。 

３ 平成19年６月25日開催の株主総会における決議に基づき、平成19年８月１日付で当社普通株式の全部を取得

し、新たに発行する第Ⅰ種種類株式を普通株式１株につき１株の割合をもって交付しております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 発行済株式総数の増加は、平成19年６月25日開催の株主総会決議に基づき、平成19年８月１日付で当社普通株

式の全部を取得し、新たに発行する第Ⅰ種種類株式を普通株式１株につき１株の割合をもって交付したことに

よるものであります。なお、この発行による資本金、資本準備金の増加はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 117,500,000

第Ⅰ種種類株式 117,500,000

計 235,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 60,161,370 60,161,370 非上場(注１)
定款により全部取得条項が付
された株式

第Ⅰ種種類株式 53,894,988 53,894,988 ―

定款により、当社が１株当た
り金650円の対価にて、450万
株未満を保有する株主から全
ての株式を取得する、取得条
項付株式

計 114,056,358 114,056,358 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年８月１日 53,894,988 114,056,358 ― 10,782 ― 12,338



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 上記は第Ⅰ種種類株式の状況であり、普通株式は全て当社所有の自己株式であります。 

２ 上記のほかに当社所有の自己株式が、普通株式60,161千株及び第Ⅰ種種類株式4,179千株(発行済株式総数に

対する所有株式数の割合56.4％）があります。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 普通株式は、大阪証券取引所市場第１部に上場しておりましたが、株券上場廃止基準第２条第１項第18号

(全部取得)に該当のため、平成19年７月26日付で上場廃止となりました。 

２ 平成19年６月25日開催の株主総会において定款の一部変更が行われ、当社普通株式には平成19年８月１日付

で全部取得条項を付しております。 

３ 平成19年６月25日開催の株主総会における決議に基づき、平成19年８月１日付で当社普通株式の全部を取得

し、新たに発行する第Ⅰ種種類株式を普通株式１株につき１株の割合をもって交付しております。 

     ４ 当社が第Ⅰ種種類株式の一部を取得する場合には、450万株未満の第Ⅰ種種類株式を保有する株主から、そ

の保有する全ての第Ⅰ種種類株式を取得する旨を定款に定めております。 

     ５ 「単元未満株式」欄の普通株式は、すべてが当社所有の自己株式であります。 

     ６ 「単元未満株式」欄の第Ⅰ種種類株式には、当社所有の自己株式 264株が含まれております。 

       

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＳＳＡ株式会社 大阪府高槻市朝日町３番１号 28,450 24.9

ＳＴＡＲＬＥＣＳ株式会社 兵庫県西宮市苦楽園四番町８番18号 16,707 14.7

サンスター従業員持株会 大阪府高槻市朝日町３番１号 4,558 4.0

計 ― 49,715 43.6

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 

(自己保有株式)
普通株式 60,161,000

第Ⅰ種種
類株式 4,179,000

―

(普通株式)
完全議決権株式であり、権利内容
に何ら限定のない当社における標
準となる株式
(第Ⅰ種種類株式)
全部取得された普通株式１株につ
き１株の割合で交付された株式

完全議決権株式(その他) 第Ⅰ種種
類株式

49,715,000 49,715 同上

単元未満株式

普通株式 370

第Ⅰ種種
類株式 988

― ―

発行済株式総数 114,056,358 ― ―

総株主の議決権 ― 49,715 ―



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 株価は大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ 株券上場廃止基準第２条第１項第18号(全部取得)に該当したことにより、平成19年７月26日付で上場廃止と

なったため、最終取引日である平成19年７月25日までの株価について記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

［普通株式(自己保有株式)］ 
サンスター株式会社

大阪府高槻市 
朝日町３番１号

60,161,000 ― 60,161,000 52.7

［第Ⅰ種種類株式(自己保有株式)］
サンスター株式会社

大阪府高槻市 
朝日町３番１号

4,179,000 ― 4,179,000 3.7

計 ― 64,340,000 ― 64,340,000 56.4

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 643 645 644 645 ― ―

最低(円) 625 637 635 638 ― ―



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び

前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表については証券取引法第

193条の２の規定に基づき、また当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の

中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついては金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、監査法人トーマツにより中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 5,812 4,061 4,209

 ２ 受取手形及び売掛金 ※４ 8,438 8,998 9,454

 ３ たな卸資産 5,560 5,514 5,452

 ４ 短期貸付金 - 18,800 -

 ５ 繰延税金資産 666 611 605

 ６ その他 1,320 1,355 1,269

   貸倒引当金 △97 △121 △93

    流動資産合計 21,700 34.1 39,220 50.2 20,896 33.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

 (1) 建物及び構築物 3,874 4,166 3,717

 (2) 機械装置 
   及び運搬具

3,228 2,907 3,073

 (3) 工具器具及び備品 1,218 1,186 1,181

 (4) 土地 9,071 9,068 9,070

 (5) 建設仮勘定 433 17,826 (28.0) 360 17,689 (22.6) 646 17,689 (28.6)

 ２ 無形固定資産

 (1) のれん 12,444 11,628 11,877

 (2) 商標権 361 342 349

 (3) ソフトウェア 985 544 741

 (4) その他 188 13,980 (21.9) 220 12,736 (16.3) 200 13,168 (21.3)

 ３ 投資その他の資産

 (1) 投資有価証券 8,213 6,576 7,788

 (2) 敷金・保証金 732 727 729

 (3) 繰延税金資産 243 596 595

 (4) その他 655 9,845 (15.5) 632 8,534 (10.9) 695 9,810 (15.9)

    固定資産合計 41,653 65.4 38,960 49.8 40,668 65.8

Ⅲ 繰延資産

 １ 社債発行費 297 - 263

 ２ 開業費 14 2 8

    繰延資産合計 311 0.5 2 0.0 272 0.4

    資産合計 63,665 100.0 78,182 100.0 61,837 100.0



前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 5,031 5,207 5,577

 ２ 短期借入金 350 8,325 250

 ３ 一年以内に返済 
   予定の長期借入金

1,303 1,440 40

 ４ 未払金及び未払費用 7,999 10,963 8,415

 ５ 未払法人税等 168 107 473

 ６ 賞与引当金 497 555 466

 ７ 返品調整引当金 68 70 68

 ８ その他 819 670 541

    流動負債合計 16,237 25.5 27,340 35.0 15,834 25.6

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 9,707 - 9,707

 ２ 長期借入金 1,689 21,740 1,160

 ３ 繰延税金負債 1,349 66 785

 ４ 退職給付引当金 4,055 3,845 3,956

 ５ 役員退職慰労引当金 - 905 -

    固定負債合計 16,802 26.4 26,556 34.0 15,609 25.2

    負債合計 33,040 51.9 53,896 69.0 31,443 50.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 10,782 16.9 10,782 13.8 10,782 17.4

 ２ 資本剰余金 12,338 19.4 12,338 15.8 12,338 20.0

 ３ 利益剰余金 9,905 15.6 7,207 9.2 9,757 15.8

 ４ 自己株式 △4,124 △6.5 △6,938 △8.9 △4,204 △6.8

   株主資本合計 28,901 45.4 23,389 29.9 28,672 46.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

3,805 6.0 2,849 3.6 3,563 5.8

 ２ 繰延ヘッジ損益 - - △6 △0.0 - -

 ３ 為替換算調整勘定 △2,080 △3.3 △1,946 △2.5 △1,842 △3.0

   評価・換算差額等 
   合計

1,724 2.7 895 1.1 1,720 2.8

   純資産合計 30,625 48.1 24,285 31.0 30,393 49.2

   負債及び純資産合計 63,665 100.0 78,182 100.0 61,837 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 34,340 100.0 36,311 100.0 70,521 100.0

Ⅱ 売上原価 12,075 35.2 12,961 35.7 24,853 35.3

   売上総利益 22,265 64.8 23,349 64.3 45,667 64.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 20,444 59.5 22,675 62.4 41,466 58.8

   営業利益 1,820 5.3 674 1.9 4,200 5.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2 42 6

 ２ 受取配当金 38 42 65

 ３ 受取賃貸料 72 71 143

 ４ 為替差益 141 ― 256

 ５ その他 9 264 0.8 1 157 0.4 20 491 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 310 296 637

 ２ 売上割引 361 376 730

 ３ その他 50 722 2.1 182 854 2.3 126 1,494 2.1

   経常利益又は経常損失(△) 1,362 4.0 △23 △0.0 3,197 4.5

Ⅵ 特別利益

 １ 土地売却益 70 ― 70

 ２ 貸倒引当金戻入益 5 1 5

 ３ 会員権売却益 2 ― 2

 ４ 投資有価証券売却益 0 77 0.2 1 3 0.0 32 110 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 社債期限前償還損 ※２ ― 1,631 ―

 ２ 役員退職慰労引当金    
   繰入額

― 882 ―

 ３ 減損損失 ※３ ― ― 569

 ４ 訴訟関連費用 188 28 696

 ５ 固定資産除売却損 ※４ 42 15 126

 ６ 会員権評価損 5 ― 5

 ７ 投資有価証券消却損 ― 237 0.7 ― 2,557 7.0 0 1,399 2.0

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益 
   又は税金等調整前 
   中間純損失(△)

1,202 3.5 △2,577 △7.0 1,908 2.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

471 167 1,736

   法人税等調整額 163 634 1.9 △195 △27 △0.0 △518 1,218 1.7

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△)

567 1.6 △2,549 △7.0 690 1.0



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 9,613 △3,379 29,353

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △276 △276

 中間純利益 567 567

 自己株式の取得 △744 △744

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 291 △744 △452

平成18年９月30日残高(百万円) 10,782 12,338 9,905 △4,124 28,901

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,566 △2,169 1,396 30,750

中間連結会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △276

 中間純利益 567

 自己株式の取得 △744

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

239 88 328 328

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

239 88 328 △124

平成18年９月30日残高(百万円) 3,805 △2,080 1,724 30,625



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 9,757 △4,204 28,672

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 2,549 2,549

 自己株式の取得 △2,733 △2,733

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △2,549 △2,733 △5,282

平成19年９月30日残高(百万円) 10,782 12,338 7,207 △6,938 23,389

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ  

損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,563 ― △1,842 1,720 30,393

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 2,549

 自己株式の取得 △2,733

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△714 △6 △103 △824 △824

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△714 △6 △103 △824 △6,107

平成19年９月30日残高(百万円) 2,849 △6 △1,946 895 24,285



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注) 剰余金の配当には、利益処分による利益配当276百万円が含まれております。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 9,613 △3,379 29,353

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △546 △546

 当期純利益 690 690

 自己株式の取得 △825 △825

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 143 △825 △681

平成19年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 9,757 △4,204 28,672

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,566 △2,169 1,396 30,750

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △546

 当期純利益 690

 自己株式の取得 △825

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

△2 326 324 324

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△2 326 324 △356

平成19年３月31日残高(百万円) 3,563 △1,842 1,720 30,393



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前 
   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△)

1,202 △2,577 1,908

 ２ 減価償却費 1,114 1,088 2,274

 ３ 減損損失 ― ― 569

 ４ 土地売却益 △70 ― △70

 ５ 固定資産除売却損益 42 15 126

 ６ 社債期限前償還損 ― 1,631 ―

 ７ 投資有価証券売却損益 
   (益は△)

△0 △1 △32

 ８ 会員権評価損・売却損益 3 ― 3

 ９ 貸倒引当金の増減額 
   (減少は△)

1 27 △3

 10 退職給付引当金の減少額 △82 △110 △181

 11 役員退職慰労引当金の増 
      加額

― 905
―

 12 受取利息及び受取配当金 △40 △84 △71

 13 支払利息 310 296 637

 14 為替差損益(差益は△) △107 178 27

 15 売上債権の増減額 
   (増加は△)

611 449 △341

 16 たな卸資産の増加額 △178 △80 △50

 17 仕入債務の増減額 
   (減少は△)

△540 △8 124

 18 その他 207 98 69

    小計 2,472 1,826 4,990

 19 利息及び配当金の受取額 37 53 66

 20 利息の支払額 △311 △306 △633

 21 法人税等の支払額 △867 △792 △1,836

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,331 781 2,587

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得 
   による支出

△631 △893 △1,196

 ２ 有形固定資産の売却 
   による収入

180 0 189

 ３ 無形固定資産の取得 
   による支出

△94 △41 △154

 ４ 投資有価証券の取得 
   による支出

△0 △0 △1

 ５ 投資有価証券の売却 
   による収入

0 2 47

 ６ 貸付による支出 ― △18,800 ―

 ７ 会員権売却による収入 118 ― 118

 ８ その他 3 0 △67

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△423 △19,732 △1,062



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 
   (減少は△)

△100 8,095 △200

 ２ 社債の償還による支出 ― △11,167 ―

 ３ 長期借入れによる収入 388 21,927 492

 ３ 長期借入金の 
   返済による支出

△170 △20 △2,050

 ４ 自己株式の取得 
   による支出

△744 △18 △825

 ５ 配当金の支払額 △276 ― △546

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△902 18,816 △3,130

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

19 △12 27

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額(減少は△)

24 △147 △1,578

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

5,787 4,209 5,787

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

5,812 4,061 4,209



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 連結の範囲に関する事項

子会社は、全て連結しておりま

す。

連結子会社の数 10社

連結子会社の名称

サンスターマーケティング株式

会社(日本)

サンスターアメリカインク(米

国)

ジョン・オー・バトラーメキシ

コ(メキシコ)

サンスターファーマシューティ

カルインク(米国)

サンスタースイスSA(スイス)

ジョン・オー・バトラーGmbH

(ドイツ)

メディカデントS.A.S.(フラン

ス)

ファーマデントS.A.S.(フラン

ス)

サンスターキャピタル(ルクセ

ンブルク)S.A.(ルクセンブル

ク)

盛勢達国際貿易(上海)有限公司

(中国)

 

１ 連結の範囲に関する事項

子会社は、全て連結しておりま

す。

連結子会社の数 10社

連結子会社の名称

サンスターマーケティング株式

会社(日本)

サンスターアメリカインク(米

国)

サンスターアメリカメキシコ S 

DE RL DE CV(メキシコ)

サンスターファーマシューティ

カルインク(米国)

サンスタースイスSA(スイス)

ジョン・オー・バトラーGmbH

(ドイツ)

メディカデントS.A.S.(フラン

ス)

ファーマデントS.A.S.(フラン

ス)

サンスターキャピタル(ルクセ

ンブルク)S.A.(ルクセンブル

ク)

盛勢達国際貿易(上海)有限公司

(中国)

なお、サンスターアメリカメキ

シコ S DE RL DE CVは、平成19

年８月20日にジョン・オー・バ

トラーメキシコから社名変更し

たものであります。

 

１ 連結の範囲に関する事項

  連結子会社の数 10社

連結子会社の名称

サンスターマーケティング株

式会社(日本)

サンスターアメリカインク

(米国)

ジョン・オー・バトラーメキ

シコ(メキシコ)

サンスターファーマシューテ

ィカルインク(米国)

サンスタースイスSA(スイス)

ジョン・オー・バトラー

GmbH(ドイツ)

メディカデントS.A.S.(フラ

ンス)

ファーマデントS.A.S.(フラ

ンス)

サンスターキャピタル(ルク

センブルク)S.A.(ルクセンブ

ルク)

盛勢達国際貿易(上海)有限公

司(中国)

２ 持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社はあ

りません。

２ 持分法の適用に関する事項

同左

２ 持分法の適用に関する事項

同左



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

国内連結子会社サンスターマー

ケティング株式会社(日本)、在

外連結子会社サンスターアメリ

カインク(米国)、ジョン・オ

ー・バトラーメキシコ(メキシ

コ)、サンスターファーマシュ

ーティカルインク(米国)、サン

スタースイスSA(スイス)、ジョ

ン・オー・バトラーGmbH(ドイ

ツ)、メディカデントS.A.S.(フ

ラ ン ス )、フ ァ ー マ デ ン ト

S.A.S.(フランス)、サンスター

キャピタル(ルクセンブルク)

S.A.(ルクセンブルク)の中間決

算日は９月30日であります。ま

た、在外連結子会社盛勢達国際

貿易(上海)有限公司(中国)の中

間決算日は６月30日であり、中

間連結決算日との差は３ヵ月以

内であるため、当該連結子会社

の同日現在の中間財務諸表を基

礎として連結を行なっておりま

す。ただし、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、調整を行なっておりま

す。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

国内連結子会社サンスターマー

ケティング株式会社(日本)、在

外連結子会社サンスターアメリ

カインク(米国)、サンスターア

メリカメキシコ S DE RL DE CV

(メキシコ)、サンスターファー

マシューティカルインク(米

国)、サンスタースイスSA(スイ

ス)、ジョン・オー・バトラー

GmbH(ドイツ)、メディカデント

S.A.S.(フランス)、ファーマデ

ントS.A.S.(フランス)、サンス

ターキャピタル(ルクセンブル

ク)S.A.(ルクセンブルク)の中

間決算日は９月30日でありま

す。また、在外連結子会社盛勢

達国際貿易(上海)有限公司(中

国)の中間決算日は６月30日で

あり、中間連結決算日との差は

３ヵ月以内であるため、当該連

結子会社の同日現在の中間財務

諸表を基礎として連結を行なっ

ております。ただし、中間連結

決算日との間に生じた重要な取

引については、調整を行なって

おります。

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

国内連結子会社サンスターマー

ケティング株式会社(日本)、在

外連結子会社サンスターアメリ

カインク(米国)、ジョン・オ

ー・バトラーメキシコ(メキシ

コ)、サンスターファーマシュ

ーティカルインク(米国)、サン

スタースイスSA(スイス)、ジョ

ン・オー・バトラーGmbH(ドイ

ツ)、メディカデントS.A.S.(フ

ラ ン ス )、フ ァ ー マ デ ン ト

S.A.S.(フランス)、サンスター

キャピタル(ルクセンブルク)

S.A.(ルクセンブルク)の決算日

は３月31日であります。また、

在外連結子会社盛勢達国際貿易

(上海)有限公司(中国)の決算日

は12月31日であり、連結決算日

との差は３ヵ月以内であるた

め、当該連結子会社の同日現在

の財務諸表を基礎として連結を

行なっております。ただし、連

結決算日との間に生じた重要な

取引については、調整を行なっ

ております。

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

  当社及び国内連結子会社

  その他有価証券

   時価のあるもの…

    中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

    (評価差額は、全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定)

   時価のないもの…

    移動平均法による原価

法

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

  当社及び国内連結子会社

  その他有価証券

   時価のあるもの…

同左

    

    

    

    

    

   時価のないもの…

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

  当社及び国内連結子会社

  その他有価証券

   時価のあるもの…

    決算期末日の市場価格

等に基づく時価法

    (評価差額は、全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定)

   時価のないもの…

同左

② デリバティブ… 

  時価法

② デリバティブ…

同左

② デリバティブ…

同左

③ たな卸資産

当社及び国内連結子会社…

主として総平均法による原

価法

在外連結子会社…

主として先入先出法による

低価法

③ たな卸資産

同左

③ たな卸資産

同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定率法

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

付属設備を除く)について

は、定額法によっておりま

す。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定率法

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

付属設備を除く)について

は、定額法によっておりま

す。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定率法

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物

付属設備を除く)について

は、定額法によっておりま

す。

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。

(会計方針の変更)  

当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号)

及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19年３

月30日 政令第83号))に伴

い、当中間連結会計期間か

ら、平成19年４月1日以降に

取得したものについては、改

正後の法人税法に基づく方法

に変更しております。  

これに伴い、前中間連結会計

期間と同一の方法によった場

合と比べ、営業利益は５百万

円減少し、経常損失、税金等

調整前中間純損失、中間純損

失はそれぞれ５百万円増加し

ております。

(追加情報)  

当社及び国内連結子会社は、

当中間連結会計期間から、平

成19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可能

限度額まで償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する

方法によっております。 

当該変更に伴う損益に与える

影響は、営業利益の減少が58

百万円、経常損失、税金等調

整前中間純損失、中間純損失

の増加がそれぞれ58百万円で

あります。

なお、セグメント情報に与える

影響は当該箇所に記載しており

ます。

在外連結子会社…定額法 在外連結子会社…定額法 在外連結子会社…定額法



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

② 無形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定額法

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってお

ります。

ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法。

② 無形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定額法

同左

② 無形固定資産

当社及び国内連結子会社

…定額法

同左

在外連結子会社…定額法 

のれんは、サンスターアメ

リカインクの買収、合併の

結果発生した株式消去差額

のうち、特定科目に振替し

た後の残高を計上したもの

であり、「のれん及びその

他の無形資産」に係る会計

基準(米国財務会計基準審

議会基準書第142号)に準拠

して処理しております。  

同基準では、のれんについ

ての償却をせず、のれんを

含む報告単位の公正価値と

その帳簿価額とを比較する

方法による減損テストを毎

期実施し、減損が発生した

場合には減損を認識するも

のであります。  

また、サンスターアメリカ

インクよりサンスタースイ

スSAに移管された欧州事業

に関するのれんについて

は、20年間で均等償却して

おります。

在外連結子会社…定額法  

同左

在外連結子会社…定額法  

同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

在外連結子会社サンスターキ

ャピタル(ルクセンブルク)

S.A.の社債に係る社債発行費

については、社債の償還期限

までの期間にわたって均等償

却しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

同左

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

当中間連結会計期間末に有

する売掛金・受取手形など

の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を

考慮し、回収不能見込額を

計上しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

当連結会計年度末に有する

売掛金・受取手形などの貸

倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を考慮

し、回収不能見込額を計上

しております。



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

② 賞与引当金

当社及び国内連結子会社

は、従業員の賞与の支給に

備えるため、当中間連結会

計期間に負担すべき賞与支

給見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

当社及び国内連結子会社

は、従業員の賞与の支給に

備えるため、当連結会計年

度に負担すべき賞与支給見

込額を計上しております。

③ 返品調整引当金

当社は、当中間連結会計期

間末における売上製品・商

品の返品による損失に備え

るため、返品実績率による

損失見込額を計上しており

ます。

③ 返品調整引当金

同左

③ 返品調整引当金

当社は、当連結会計年度末

における売上製品・商品の

返品による損失に備えるた

め、返品実績率による損失

見込額を計上しておりま

す。

④ 退職給付引当金

当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による按分額を

発生の連結会計年度より費

用処理しております。

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(13年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しておりま

す。

④ 退職給付引当金

同左

④ 退職給付引当金

当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による按分額を

発生の連結会計年度より費

用処理しております。

数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(13年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しておりま

す。

⑤ 役員退職慰労引当金

当社及び国内連結子会社は、役

員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金に係る規

定に基づく中間連結会計期間末

要支給額を計上しております。

(会計方針の変更) 

当社及び国内連結子会社の役員

退職慰労金は、従来、支出時の

費用として処理しておりました

が、当中間連結会計期間より、

「租税特別措置法上の準備金及

び特別法上の引当金又は準備金

並びに役員退職慰労引当金等に

関する監査上の取扱い」(日本

公認会計士協会 平成19年４月

13日 監査・保証実務委員会報

告 第42号)を適用し、役員退

職慰労金に係る規定に基づく中

間連結会計期間末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上す

る方法に変更しております。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

これに伴い、前中間連結会計期

間と同一の方法によった場合と

比べ、営業利益は23百万円減少

し、経常損失は23百万円増加

し、また税金等調整前中間純損

失と中間純損失はそれぞれ905

百万円増加計上しております。 

なお、セグメント情報に与える

影響は当該箇所に記載しており

ます。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外連結子会社の資産

及び負債は、中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めてお

ります。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外連結子会社の資産

及び負債は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めてお

ります。

(6) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、次の処理方法

によっております。

当社及び国内連結子会社…

通常の賃貸借取引に準じた方

法

在外連結子会社…

通常の売買取引に準じた方法

(6) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なリース取引の処理方法

同左

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。ヘッジ会計にお

ける振当処理の要件を満た

す通貨スワップ取引および

為替予約取引については、

振当処理を採用しておりま

す。また、特例処理の要件

を満たす金利スワップ取引

については、特例処理を採

用しております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

(7) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…

 通貨スワップ取引、為替

予約取引、金利スワップ

取引

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

・ヘッジ対象…

 社債の為替変動のリス

ク、外貨建資産・負債の

為替変動リスク、長期借

入金の金利変動リスク

③ ヘッジ方針

外貨建社債および輸入取引

等に係る為替相場変動によ

るリスクを回避するため

に、必要に応じて通貨スワ

ップ取引および為替予約取

引を利用しております。ま

た、長期借入金の金利変動

リスクを軽減するために、

必要に応じて金利スワップ

取引を利用しております。

なお、いずれの取引につい

ても取引限度額等を定めた

管理基準があり、これに準

拠して取引の実行および管

理をしており、取引発生の

都度、担当取締役に対し報

告しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

通貨スワップ取引について

は、ヘッジ対象の相場変動

又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。

為替予約取引については、

為替予約の締結時に、リス

ク管理方針に従って、外貨

建による同一金額で同一期

日の為替予約をそれぞれに

振当てしていることによ

り、その後の為替相場の変

動による相関関係は完全に

確保されているので有効性

の評価を省略しておりま

す。金利スワップ取引につ

いては、特例処理の要件を

満たしているため、有効性

の評価を省略しておりま

す。

③ ヘッジ方針

外貨建社債および輸入取引

等に係る為替相場変動によ

るリスクを回避するため

に、必要に応じて通貨スワ

ップ取引および為替予約取

引を利用しております。ま

た、長期借入金の金利変動

リスクを軽減するために、

必要に応じて金利スワップ

取引を利用しております。

なお、いずれの取引につい

ても取引限度額等を定めた

管理基準があり、これに準

拠して取引の実行および管

理をしており、取引発生の

都度、担当役員に対し報告

しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

通貨スワップ取引及び金利

スワップ取引については、

ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の

累計とヘッジ手段の相場変

動又はキャッシュ・フロー

変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎にして

判断しております。ただ

し、特例処理によっている

金利スワップ取引について

は、有効性の評価を省略し

ております。為替予約取引

については、為替予約の締

結時に、リスク管理方針に

従って、外貨建による同一

金額で同一期日の為替予約

をそれぞれに振当てしてい

ることにより、その後の為

替相場の変動による相関関

係は完全に確保されている

ので有効性の評価を省略し

ております。

③ ヘッジ方針

外貨建社債および輸入取引

等に係る為替相場変動によ

るリスクを回避するため

に、必要に応じて通貨スワ

ップ取引および為替予約取

引を利用しております。ま

た、長期借入金の金利変動

リスクを軽減するために、

必要に応じて金利スワップ

取引を利用しております。

なお、いずれの取引につい

ても、取引限度額等を定め

た管理基準があり、これに

準拠して取引の実行および

管理をしており、取引発生

の都度、担当取締役に対し

報告しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

通貨スワップ取引について

は、ヘッジ対象の相場変動

またはキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段の

相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを

比較し、両者の変動額等を

基礎にして判断しておりま

す。為替予約取引について

は、為替予約の締結時に、

リスク管理方針に従って、

外貨建による同一金額で同

一期日の為替予約をそれぞ

れに振当てしていることに

より、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全

に確保されているので有効

性の評価を省略しておりま

す。金利スワップ取引につ

いては、特例処理の要件を

満たしているため、有効性

の評価を省略しておりま

す。



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(8) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(8) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

(8) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する定期預金であります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に 

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお、従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は30,625

百万円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表の純資産の部につい

ては、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。

― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお、従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は30,393

百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表の純資産の部については、改正後

の連結財務諸表規則により作成して

おります。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結貸借対照表関係) 

 前中間連結会計期間において、「営業権」として表

示していたものは、当中間連結会計期間より「のれ

ん」として表示しております。

―



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

27,711百万円

有形固定資産の減価償却累計額

27,348百万円

有形固定資産の減価償却累計額

27,088百万円

 ２ ― 偶発債務

保証債務

 親会社の金融機関からの借入に

対して次のとおり保証を行って

おります。

 

 ＳＳＡ株式会社

1,000百万円

―

 ３ 偶発事象 

 1980年に当社と米国アルバー

ト・カルバー社との間で締結した

ＶＯ５商標に関する譲渡契約等に

もとづいて使用している同商標に

ついて、当該譲渡契約等に違反し

ているとして、同社から損害賠償

の請求、同商標の使用差し止め等

を求める訴訟が提起され、当社か

らも、同社に対して不当な干渉に

もとづく損害賠償等を求める反訴

を提起していた訴訟において、

2006年12月、米国イリノイ州の連

邦地方裁判所にて、当社が当該譲

渡契約等に違反していること、た

だし、当社に対する損害賠償請求

は認めない旨の陪審の評決があり

ました。なお、ＶＯ５商標の使用

差し止め等については、今回の陪

審の評決の範囲には 含まれてお

りません。  

 当社は、当該訴訟について、契

約違反とされた評決も含め、正当

な抗弁ができるものと認識してお

り、今後とも当社の主張が認めら

れるよう、控訴を含むあらゆる法

的手段を用いてまいります。 

偶発事象 

 1980年に当社と米国アルバー

ト・カルバー社との間で締結した

ＶＯ５商標に関する譲渡契約等に

もとづいて使用している同商標に

係る裁判について、2006年12月、

米国イリノイ州の連邦地方裁判所

にて、当社が当該譲渡契約等に違

反していること、ただし、当社に

対する損害賠償請求は認めない旨

の陪審の評決がありました。 

 その後、当該評決は法律的解釈

に誤りがあるとして当該評決を無

効にし、再審理を求める旨の当社

の申立と、当該評決にもとづく同

商標の使用差し止め等を求める旨

の同社の申立が同裁判所において

審理されておりましたが、2007年

８月に、当社の申立を棄却し、同

社の申立を認める旨の同裁判所の

決定が下され、同決定の執行につ

いて両者で協議を進めておりま

す。 

 当社は、陪審評決および同裁判

所の決定は、当該譲渡契約等の締

結に至った背景、主旨、内容、お

よび日本における商標法を誤って

解釈したものであり承服できるも

のではなく、控訴手続の中で、こ

れまで通り当社の正当性を主張し

てまいります。

偶発事象 

 1980年に当社と米国アルバー

ト・カルバー社との間で締結した

ＶＯ５商標に関する譲渡契約等に

もとづいて使用している同商標に

ついて、当該譲渡契約等に違反し

ているとして、同社から損害賠償

の請求、同商標の使用差し止め等

を求める訴訟が提起され、当社か

らも、同社に対して不当な干渉に

もとづく損害賠償等を求める反訴

を提起していた訴訟において、

2006年12月、米国イリノイ州の連

邦地方裁判所にて、当社が当該譲

渡契約等に違反していること、た

だし、当社に対する損害賠償請求

は認めない旨の陪審の評決があり

ました。なお、同商標の使用差し

止め等については、今回の陪審の

評決の範囲には含まれておりませ

ん。 

 現在、当該評決は、法律的解釈

に誤りがあるとして当該評決を無

効にし再審理を求める旨の当社の

申立と、当該評決にもとづく同商

標の使用差し止め等を求める旨の

同社の申立が同裁判所において審

理中であります。

※４  中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が、中間連結会計期間末残高に

含まれております。 

受取手形            146百万円

 中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満期手

形が、中間連結会計期間末残高に

含まれております。 

受取手形           128百万円

 期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済

処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金

融機関の休日であったため、次の

期末日満期手形が、期末残高に含

まれております。 

受取手形             71百万円



(中間連結損益計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

百万円

販売費及び一般管理費の主なもの

百万円

販売費及び一般管理費の主なもの

百万円

 

販売奨励費 1,541

広告宣伝費 6,242

給料諸手当 4,032

賞与引当金繰入額 288

退職給付費用 233

減価償却費 520

販売奨励費 1,556

広告宣伝費 6,982

給料諸手当 3,993

賞与引当金繰入額 304

退職給付費用 237

役員退職慰労引当金

繰入額
23

減価償却費
505

 

販売奨励費 3,144

広告宣伝費 12,638

給料諸手当 7,578

賞与引当金繰入額 277

退職給付費用 466

減価償却費 1,050

※２ ――― 社債期限前償還損の内容は、次の

とおりであります。

百万円

スワップ解約金 236

社債発行費一括償却 237

期限前償還清算金 1,157

計 1,631

―――

※３ ――― ―――
 

 

減損損失 569百万円

 当社グループは、下記の資産に

ついて減損損失を計上しました。

用 途 保有者 種 類

歯周病組織
再生の事業
に係る資産

連結子会
社サンス
タースイ
スSA

のれん

 事業用資産においては、事業区

分をもとにした概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小の

単位毎に、賃貸用不動産、遊休資

産その他においては、個別物件単

位毎に資産のグルーピングをして

おりますが、当該資産について

は、事業化の見通しについて不明

確な点があることから、減損を認

識したものであります。なお、当

該資産の回収可能価額について

は、将来キャッシュ・フローを

10％で割引して算出しておりま

す。

※４ 固定資産除売却損の内容は、次の

とおりであります。

固定資産除売却損の内容は、次の

とおりであります。

固定資産除売却損の内容は、次の

とおりであります。

百万円

建物及び構築物 17

機械装置及び運搬具 13

工具器具及び備品 3

ソフトウェア 6

その他 3

計 42

 

百万円

機械装置及び運搬具 7

工具器具及び備品 7

計 15

百万円

建物及び構築物 29

機械装置及び運搬具 74

工具器具及び備品 13

ソフトウェア 6

長期前払費用 3

計 126



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要) 

自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議による自己株式の取得による増加    1,186,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加            11,443株 

  
  
２ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後 

 となるもの 

 
  

株式の種類
前連結会計 
年度末(株)

増加(株) 減少(株)
当中間連結会計 
期間末(株)

 発行済株式

普通株式 60,161,370 ― ― 60,161,370

 自己株式

普通株式 4,903,015 1,197,443 ― 6,100,458

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月18日 
取締役会

普通株式 276 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月12日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 270 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

   
(注) 平成19年６月25日開催の株主総会において定款の一部変更が行われ、普通株式には平成19年８月１日付で全部

取得条項が付されております。 

(変動事由の概要) 

発行済株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 株主総会決議による第Ⅰ種種類株式の発行による増加    53,894,988株 

自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 株主総会決議による普通株式の全部取得による増加     53,905,988株 

 取締役会決議による第Ⅰ種種類株式の取得による増加     4,177,092株 

 単元未満株式の買取りによる普通株式の増加          26,781株 

 単元未満株式の買取りによる第Ⅰ種種類株式の増加        2,172株 

  
  
２ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 
  

３ 配当に関する事項 

    該当事項はありません。 
  

  

株式の種類
前連結会計 
年度末(株)

増加(株) 減少(株)
当中間連結会計 
期間末(株)

 発行済株式

普通株式（注） 60,161,370 － － 60,161,370

第Ⅰ種種類株式 － 53,894,988 － 53,894,988

計 60,161,370 53,894,988 － 114,056,358

 自己株式

普通株式（注） 6,228,601 53,932,769 － 60,161,370

第Ⅰ種種類株式 － 4,179,264 － 4,179,264

計 6,228,601 58,112,033 － 64,340,634



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式及び自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要) 

自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議による自己株式の取得による増加     1,186,000株 

 単元未満株式の買取りによる増加           139,586株 

  
  
２ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

    該当事項はありません。 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類
前連結会計 
年度末(株)

増加(株) 減少(株)
当連結会計 
年度末(株)

 発行済株式

普通株式 60,161,370 ― ― 60,161,370

 自己株式

普通株式 4,903,015 1,325,586 ― 6,228,601

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月18日 
取締役会

普通株式 276 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月12日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 270 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 5,812百万円

 現金及び 
 現金同等物

5,812百万円

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

 現金及び預金勘定 4,061百万円

 現金及び 
 現金同等物

4,061百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

 現金及び預金勘定 4,209百万円

現金及び
 現金同等物

4,209百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
機械装置 
及び 
運搬具

工具器具 
及び 
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

16 579 595

減価償却 
累計額 
相当額

12 226 239

中間期末 
残高相当額

3 352 356

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額
機械装置
及び 

運搬具

工具器具
及び 
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

34 721 756

減価償却 
累計額 
相当額

19 339 358

中間期末 
残高相当額

15 382 397
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額
機械装置
及び 
運搬具

工具器具 
及び 
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額

12 758 770

減価償却
累計額 
相当額

1 337 339

期末残高
相当額

10 420 431

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

② 未経過リース料中間期末残高

相当額

② 未経過リース料期末残高相当

額

 １年以内 99百万円

 １年超 256百万円

  計 356百万円

 １年以内 153百万円

 １年超 244百万円

  計 397百万円

 １年以内 150百万円

 １年超 280百万円

  計 431百万円

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額は、

有形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間期

末残高の割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定して

おります。

(注)     同左 (注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、有形

固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

 支払リース料 

 (減価償却費 

 相当額)

61百万円  支払リース料 

 (減価償却費 

 相当額)

80百万円  支払リース料 

 (減価償却費 

 相当額)

167百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

       同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

      同左

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

 １年以内 214百万円

 １年超 445百万円

  計 659百万円

 １年以内 319百万円

 １年超 578百万円

  計 898百万円

 １年以内 264百万円

 １年超 539百万円

  計 804百万円



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

区分
取得原価 
(百万円)

中間連結 
貸借対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照表
計上額 

(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券 
株式

1,603 8,058 6,455 1,653 6,486 4,832 1,653 7,698 6,044

計 1,603 8,058 6,455 1,653 6,486 4,832 1,653 7,698 6,044

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

連結貸借対照表 
計上額(百万円)

その他有価証券 
非上場株式

155 90 90



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法…取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２ 上記の他に契約額が2,783百万円、時価及び評価損益が△6百万円ありますが、為替変動リスクを相互に相殺

するポジションを設定していることにより、為替変動リスクは実質的に解消しております。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法…取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益 

通貨関連 

 
(注) １ 時価の算定方法…取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２ 上記の他に契約額が9,600百万円、時価及び評価損益が△1百万円ありますが、為替変動リスクを相互に相殺

するポジションを設定していることにより、為替変動リスクは実質的に解消しております。 

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

  

  

  

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

市場取引 
以外の取引

通貨スワップ 
受取米ドル・ 
支払円

1,275 1,275 △3 △3

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

市場取引 
以外の取引

通貨スワップ 
受取米ドル・ 
支払円

3,549 ― △98 △98

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

市場取引 
以外の取引

通貨スワップ 
受取米ドル・ 
支払円

107 107 △0 △0



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

(1) 当社の事業区分は、経営組織に基づく事業に応じてオーラルケア事業、コスメタリー事業、その他の事業

に分類しております。 

(2) 各事業区分の主要製品 

 
２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は777百万円であり、その主なもの

は、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

  

オーラルケア 
事業 

(百万円)

コスメタリー
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

28,116 4,568 1,655 34,340 ― 34,340

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 28,116 4,568 1,655 34,340 (―) 34,340

営業費用 25,871 4,309 1,560 31,742 777 32,520

営業利益 2,245 258 94 2,598 (777) 1,820

事業区分 主要製品

オーラルケア事業 歯磨・歯ブラシ

コスメタリー事業 化粧品・シャンプー

その他の事業 食品・その他



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

(1) 当社の事業区分は、経営組織に基づく事業に応じてオーラルケア事業、コスメタリー事業、その他の事業

に分類しております。 

(2) 各事業区分の主要製品 

 
２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は875百万円であり、その主なもの

は、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法 ①有形固定資産（会計方針の変更)」に記載のとおり、当中間連結会計期間か

ら、平成19年４月１日以降に取得したものについては改正後の法人税法に基づく方法に変更しております

が、これによる「事業の種類別セグメント情報」に与える影響は軽微であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法 ①有形固定資産（追加情報)」に記載のとおり、当中間連結会計期間から、平成

19年３月31日以前に取得したものについては償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却

する方法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、「オーラルケア事業」で営業費用が45百万円増加し、

営業利益が同額減少しております。また、「コスメタリー事業」で９百万円、「その他の事業」で０百万

円、「全社共通」で２百万円、営業費用がそれぞれ増加し、営業損失もそれぞれ同額増加しております。 

５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (4)重要な引当金

の計上基準 ⑤役員退職慰労引当金（会計方針の変更)」に記載のとおり、役員退職慰労金は、従来、支出

時の費用として処理しておりましたが、当中間連結会計期間から、連結会計期間末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、「オーラルケア事業」で営業費用が16百万円増加し、

営業利益が同額減少しております。また、「コスメタリー事業」で４百万円、「その他の事業」で１百万

円、営業費用がそれぞれ増加し、営業損失もそれぞれ同額増加しております。 

  

オーラルケア 
事業 

(百万円)

コスメタリー
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

29,606 4,979 1,726 36,311 ― 36,311

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 29,606 4,979 1,726 36,311 (―) 36,311

営業費用 27,887 4,997 1,876 34,761 875 35,637

営業利益又は営業損失(△) 1,719 △18 △150 1,550 (875) 674

事業区分 主要製品

オーラルケア事業 歯磨・歯ブラシ

コスメタリー事業 化粧品・シャンプー

その他の事業 食品・その他



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

(1) 当社の事業区分は、経営組織に基づく事業に応じてオーラルケア事業、コスメタリー事業、その他の事業

に分類しております。 

(2) 各事業区分の主要製品 

 
２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,463百万円であり、その主なも

のは、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

  

オーラルケア 
事業 

(百万円)

コスメタリー
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

58,386 8,921 3,213 70,521 ― 70,521

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 58,386 8,921 3,213 70,521 (―) 70,521

営業費用 53,477 8,320 3,058 64,856 1,463 66,320

営業利益 4,908 600 155 5,664 (1,463) 4,200

事業区分 主要製品

オーラルケア事業 歯磨・歯ブラシ

コスメタリー事業 化粧品・シャンプー

その他の事業 食品・その他



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  北米：米国、カナダ 

  欧州：ヨーロッパ諸国 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は777百万円であり、その主なもの

は、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

  

日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州
(百万円)

中国
(百万円)

計(百万円)
消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

24,523 6,612 3,018 185 34,340 ― 34,340

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

57 555 1,039 ― 1,652 (1,652) ―

計 24,581 7,167 4,058 185 35,993 (1,652) 34,340

営業費用 23,264 6,706 3,245 201 33,417 (897) 32,520

営業利益又は 
営業損失(△)

1,316 460 813 △15 2,575 (754) 1,820



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  北米：米国、カナダ 

  欧州：ヨーロッパ諸国 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は875百万円であり、その主なもの

は、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

３ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法 ①有形固定資産（会計方針の変更)」に記載のとおり、当中間連結会計期間か

ら、平成19年４月１日以降に取得したものについては改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、「日本」で営業費用が５百万円増加し、営業利益が同

額減少しております。「日本」以外の所在地に与える影響はありません。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法 ①有形固定資産（追加情報)」に記載のとおり、当中間連結会計期間から、平成

19年３月31日以前に取得したものについては償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却

する方法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、「日本」で営業費用が58百万円増加し、営業利益が同

額減少しております。「日本」以外の所在地に与える影響はありません。 

５ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (4)重要な引当金

の計上基準 ⑤役員退職慰労引当金（会計方針の変更)」に記載のとおり、役員退職慰労金は、従来、支出

時の費用として処理しておりましたが、当中間連結会計期間から、連結会計期間末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、「日本」で営業費用が23百万円増加し、営業利益が同

額減少しております。「日本」以外の所在地に与える影響はありません。 

  

日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州
(百万円)

中国
(百万円)

計(百万円)
消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

25,047 7,179 3,897 188 36,311 ― 36,311

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

65 489 1,327 ― 1,881 (1,881) ―

計 25,112 7,668 5,224 188 38,193 (1,881) 36,311

営業費用 24,958 7,201 4,362 213 36,735 (1,098) 35,637

営業利益又は 
営業損失(△)

153 466 862 △25 1,457 (782) 674



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

  北米：米国、カナダ 

  欧州：ヨーロッパ諸国 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,463百万円であり、その主なも

のは、全社資産に係る減価償却費及び在外連結子会社のファイナンス業務に係る費用であります。 

  

日本 
(百万円)

北米 
(百万円)

欧州
(百万円)

中国
(百万円)

計(百万円)
消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

49,684 13,491 6,928 415 70,521 ― 70,521

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

133 1,073 2,167 ― 3,374 (3,374) ―

計 49,818 14,565 9,096 415 73,895 (3,374) 70,521

営業費用 46,574 13,701 7,556 457 68,289 (1,969) 66,320

営業利益又は 
営業損失(△)

3,243 864 1,539 △41 5,605 (1,405) 4,200



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

  北米：米国、カナダ 

  欧州：ヨーロッパ諸国 

  アジア：東アジア諸国、東南アジア諸国 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

  北米：米国、カナダ 

  欧州：ヨーロッパ諸国 

  アジア：東アジア諸国、東南アジア諸国 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法 

  事業活動の相互関連性により区分しております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

  北米：米国、カナダ 

  欧州：ヨーロッパ諸国 

  アジア：東アジア諸国、東南アジア諸国 

２ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 6,634 2,849 229 9,713

Ⅱ 連結売上高(百万円) 34,340

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

19.3 8.3 0.7 28.3

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,227 3,666 275 11,169

Ⅱ 連結売上高(百万円) 36,311

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

19.9 10.1 0.8 30.8

北米 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 13,531 6,605 514 20,650

Ⅱ 連結売上高(百万円) 70,521

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

19.2 9.4 0.7 29.3



(１株当たり情報) 

  

 
   

  

(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 566.51円 １株当たり純資産額 488.49円 １株当たり純資産額 563.54円

１株当たり中間純利益 10.31円 １株当たり中間純損失 48.55円 １株当たり当期純利益 12.66円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式がない

ため、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、中間純損失であ

り、また潜在株式がないため、記載

しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため、記載しておりません。

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

  中間連結貸借対照表の純資産の

部の合計額

30,625百万円

  普通株式に係る純資産額

30,625百万円

  差額の主要な内訳

   該当事項はありません。

  普通株式の発行済株式数

60,161,370株

  普通株式の自己株式数

6,100,458株

  1株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式の数

54,060,912株

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

  中間連結貸借対照表の純資産の

部の合計額

24,285百万円

  普通株式及び普通株式と同等の

株式に係る純資産額

24,285百万円

  差額の主要な内訳

   該当事項はありません。

  普通株式及び普通株式と同等の

株式の発行済株式数

(普通株式)   60,161,370株

(第Ⅰ種種類株式)53,894,988株

   普通株式及び普通株式と同等

の株式の自己株式数

(普通株式)   60,161,370株

(第Ⅰ種種類株式) 4,179,264株

  1株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式及び普通株式

と同等の株式の数

(普通株式)              －株

(第Ⅰ種種類株式)49,715,724株

算定上の基礎

１ １株当たり純資産額

  連結貸借対照表の純資産の部の

合計額

30,393百万円

  普通株式に係る純資産額

30,393百万円

  差額の主要な内訳

   該当事項はありません。

  普通株式の発行済株式数

60,161,370株

  普通株式の自己株式数

6,228,601株

  １株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式の数 

 

53,932,769株

２ １株当たり中間純利益

  中間連結損益計算書上の中間純

利益

567百万円

  普通株式に係る中間純利益

567百万円

  普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳

  該当事項はありません。

  普通株式の期中平均株式数

55,056,662株

２ １株当たり中間純利益

  中間連結損益計算書上の中間純

損失

2,549百万円

  普通株式及び普通株式と同等の

株式に係る中間純損失

2,549百万円

  普通株主及び普通株主と同等の

株主に帰属しない金額の主要な

内訳

   該当事項はありません。

  普通株式及び普通株式と同等の

株式の期中平均株式数

52,516,819株

第Ⅰ種種類株式については普通株式と
同等の株式として取り扱っておりま
す。 

２ １株当たり当期純利益

  連結損益計算書上の当期純利益

690百万円

  普通株式に係る当期純利益

690百万円

  普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳

   該当事項はありません。

  普通株式の期中平均株式数

54,545,617株

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日



至 平成18年９月30日) 至 平成19年９月30日) 至 平成19年３月31日)
――― 

 
当社は、平成19年11月15日の株主

総会において、その時点で親会社で

あったSSA株式会社との合併契約を

承認し、平成19年12月１日に合併い

たしました。当該合併は共通支配下

の取引であり、その概要は次のとお

りであります。

――― 
 

１ 結合当事企業の名称及び事業 

 の内容、企業結合の法的形式、 

 結合後企業の名称並びに取引の 

 目的を含む取引の概要

 (1)結合当事企業の名称及びその事

業の内容

 ①結合企業

   名称  サンスター株式会社 

      (当社)

 ②被結合企業

   名称  ＳＳＡ株式会社

   事業の内容 事業会社の株式 

        又は持分の取得 

        及び保有

 (2)企業結合の法的形式

   サンスター株式会社を存続会

社、ＳＳＡ株式会社を消滅会社

とする吸収合併

 (3)結合後企業の名称

   サンスター株式会社

 (4)取引の目的を含む取引の概要

   サンスターグループの中核企

業である当社は、グローバルな

経営体制を構築し、中長期的な

企業価値の向上を目指すことを

目的として、ＳＳＡ株式会社と

合併いたしました。この合併に

より、グループ会社間の資本関

係を簡素にするとともにマネジ

メント体制を再構築し、資本再

編を進めてまいります。

２ 実施した会計処理の概要

  「企業結合に係る会計基準 三

企 業 結 合 に 係 る 会 計 基 準

４ 共通支配下の取引等の会計

処理 (1)共通支配下の取引」

に規定する会計処理を適用して

おります。



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― 
 

 

３ 企業結合日に受入れた資産及 

  び引受けた負債の額並びにそ 

  の主な内訳

――― 
 

 

  [資産] 

   流動資産(預金) 

           181百万円 

   固定資産(関係会社株式) 

          19,119百万円 

  [負債] 

   流動負債(短期借入金等) 

          18,877百万円 

   固定負債(長期借入金) 

           1,000百万円

――― 
 

当社は、平成19年10月24日の取締

役会決議及び同年11月７日の臨時株

主総会決議により自己株式を取得い

たしました。その概要は次のとおり

であります。

(1)理由 

  グループ会社間の資本関係を 

 簡素にするとともにマネジメン 

 ト体制を再構築するため。

(2)取得する株主 

   ＳＴＡＲＬＥＣＳ株式会社

(3)取得する株式の種類 

        第Ⅰ種種類株式

(4)取得する株式の数 

          7,500,000株

(5)株式取得価額の総額 

            4,875百万円

(6)取得日   平成19年11月７日

――― 
 

――― 
 

当社は、平成19年10月24日の取締

役会決議により第三者割当による自

己株式の処分を行いました。その概

要は次のとおりであります。

(1)理由 

  グループ会社間の資本関係を 

 簡素にするとともにマネジメン 

 ト体制を再構築するため。

(2)割当先 

 Ｓｕｎｓｔａｒ ＳＡ(親会社)

(3)割当する株式の種類 

        第Ⅰ種種類株式

(4)割当する株式の数 

          9,807,692株 

     (全株自己株式を割当)

(5)発行価額の総額 

            6,374百万円

(6)払込期日  平成19年11月28日

(7)資金使途    借入金の返済

――― 
 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,523 2,114 2,440

 ２ 受取手形 ※４ 419 373 243

 ３ 売掛金 4,479 4,424 4,865

 ４ たな卸資産 3,347 2,957 3,094

 ５ 短期貸付金 ― 20,272 18

 ６ 繰延税金資産 403 401 390

 ７ その他 707 772 795

   貸倒引当金 △5 △3 △5

   流動資産合計 12,875 23.4 31,311 44.1 11,842 22.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 2,958 3,227 2,841

  (2) 機械及び装置 1,817 1,674 1,689

  (3) 土地 8,730 8,730 8,730

  (4) 建設仮勘定 114 65 396

  (5) その他 983 930 928

計 14,604 (26.5) 14,628 (20.6) 14,586 (27.5)

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 66 51 58

  (2) ソフトウェア 977 529 731

  (3) その他 169 170 177

計 1,213 (2.2) 751 (1.1) 967 (1.8)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 7,850 6,313 7,451

  (2) 関係会社株式 17,007 16,597 17,007

  (3) 敷金・保証金 731 727 729

  (4) 繰延税金資産 ― 179 ―

  (5) その他 785 457 460

計 26,375 (47.9) 24,275 (34.2) 25,649 (48.4)

   固定資産合計 42,193 76.6 39,656 55.9 41,203 77.7

   資産合計 55,069 100.0 70,968 100.0 53,045 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 293 347 317

 ２ 買掛金 3,113 3,210 3,227

 ３ 短期借入金 350 250 250

 ４ １年以内に返済 
   予定の長期借入金

― 1,440 40

 ５ 未払金 ※５ 4,362 7,591 4,578

 ６ 未払費用 1,017 982 1,017

 ７ 未払法人税等 195 48 68

 ８ 賞与引当金 495 552 463

 ９ 返品調整引当金 68 70 68

 10 その他 496 597 602

   流動負債合計 10,392 18.9 15,090 21.3 10,634 20.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 5,100 21,740 3,160

 ２ 繰延税金負債 804 ― 688

 ３ 退職給付引当金 4,008 3,796 3,907

 ４ 役員退職慰労引当金 ― 905 ―

   固定負債合計 9,912 18.0 26,441 37.2 7,755 14.6

   負債合計 20,304 36.9 41,531 58.5 18,390 34.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 10,782 19.6 10,782 15.2 10,782 20.3

 ２ 資本剰余金

  (1)資本準備金 12,338 12,338 12,338

   資本剰余金合計 12,338 22.4 12,338 17.4 12,338 23.3

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 1,181 1,181 1,181

  (2) その他利益剰余金

    退職積立金 39 39 39

    別途積立金 9,880 9,880 9,880

    繰越利益剰余金 1,037 △571 1,235

   利益剰余金合計 12,138 22.0 10,529 14.8 12,336 23.2

 ４ 自己株式 △4,124 △7.5 △6,938 △9.7 △4,204 △7.9

   株主資本合計 31,134 56.5 26,711 37.7 31,252 58.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券  
   評価差額金

3,630 6.6 2,731 3.8 3,403 6.4

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △6 △0.0 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

3,630 6.6 2,724 3.8 3,403 6.4

   純資産合計 34,764 63.1 29,436 41.5 34,655 65.3

   負債及び純資産合計 55,069 100.0 70,968 100.0 53,045 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 24,486 100.0 25,027 100.0 49,621 100.0

Ⅱ 売上原価 8,270 33.8 8,567 34.2 16,817 33.9

   売上総利益 16,215 66.2 16,459 65.8 32,803 66.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 15,057 61.5 16,464 65.8 29,879 60.2

   営業利益又は 
   営業損失(△)

1,158 4.7 △4 △0.0 2,924 5.9

Ⅳ 営業外収益 ※１ 129 0.5 174 0.7 243 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２ 546 2.2 589 2.4 1,060 2.1

   経常利益又は 
   経常損失(△)

740 3.0 △419 △1.7 2,107 4.3

Ⅵ 特別利益 ※３ 77 0.3 3 0.0 110 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４ 237 1.0 1,784 7.1 827 1.7

   税引前中間(当期) 
   純利益又は税引前 
   中間純損失(△)

580 2.3 △2,200 △8.8 1,391 2.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

130 13 418

   法人税等調整額 131 262 1.0 △406 △393 △1.6 186 604 1.2

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△)

318 1.3 △1,806 △7.2 786 1.6



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 
株 式

株主資本
合  計資 本 

準備金
利 益
準備金

その他利益剰余金

退 職
積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 1,181 39 9,080 1,795 △3,379 31,837

中間会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △276 △276

 中間純利益 318 318

 自己株式の取得 △744 △744

 別途積立金の積立 800 △800 ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― ― 800 △757 △744 △702

平成18年９月30日残高(百万円) 10,782 12,338 1,181 39 9,880 1,037 △4,124 31,134

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,435 35,272

中間会計期間中の変動額

 利益処分による利益配当 △276

 中間純利益 318

 自己株式の取得 △744

 別途積立金の積立 ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

194 194

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

194 △507

平成18年９月30日残高(百万円) 3,630 34,764



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 
株 式

株主資本
合  計資 本 

準備金
利 益
準備金

その他利益剰余金

退 職
積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 1,181 39 9,880 1,235 △4,204 31,252

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 1,806 1,806

 自己株式の取得 △2,733 △2,733

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△1,806 △2,733 △4,540

平成19年９月30日残高(百万円) 10,782 12,338 1,181 39 9,880 △571 △6,938 26,711

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益

平成19年３月31日残高(百万円) 3,403 ― 34,655

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 1,806

 自己株式の取得 △2,733

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△671 △6 △678

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△671 △6 △5,218

平成19年９月30日残高(百万円) 2,731 △6 29,436



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注) 剰余金の配当には、利益処分による利益配当276百万円が含まれております。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 
株 式

株主資本
合  計資 本 

準備金
利 益
準備金

その他利益剰余金

退 職
積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 1,181 39 9,080 1,795 △3,379 31,837

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △546 △546

 当期純利益 786 786

 自己株式の取得 △825 △825

 別途積立金の積立 800 △800 ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

―

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― ― 800 △560 △825 △585

平成19年３月31日残高(百万円) 10,782 12,338 1,181 39 9,880 1,235 △4,204 31,252

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,435 35,272

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） △546

 当期純利益 786

 自己株式の取得 △825

 別途積立金の積立 ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△32 △32

事業年度中の変動額合計(百万円) △32 △617

平成19年３月31日残高(百万円) 3,403 34,655



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式

…移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式

同左

② その他有価証券

時価のあるもの

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式

同左

② その他有価証券

時価のあるもの

…決算末日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定)

時価のないもの

…移動平均法による原価

法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

総平均法による原価法

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…定率法

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物付属設

備を除く)については、定額

法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…定率法

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物付属設

備を除く)については、定額

法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…定率法

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物付属設

備を除く)については、定額

法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

(会計方針の変更)  

法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成

19年３月30日 法律第６号)

及び(法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19年３

月30日 政令第83号))に伴

い、当中間会計期間から、平

成19年４月1日以降に取得し

たものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変更

しております。  

これに伴い、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と

比べ、営業損失、経常損失、

税引前中間純損失、中間純損

失がそれぞれ５百万円増加し

ております。



 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(追加情報)  

当中間会計期間から、平成19

年３月31日以前に取得したも

のについては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年か

ら５年間で均等償却する方法

によっております。 

当該変更に伴う損益に与える

影響は、営業損失、経常損

失、税引前中間純損失、中間

純損失の増加がそれぞれ58百

万円であります。

(2) 無形固定資産…定額法

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産…定額法

同左

(2) 無形固定資産…定額法

同左

(3) 長期前払費用…定額法

なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

(3) 長期前払費用…定額法

同左

(3) 長期前払費用…定額法

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

中間期末現在に有する売掛

金・受取手形などの貸倒れに

よる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可

能性を考慮し、回収不能見込

額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

期末現在に有する売掛金・受

取手形などの貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

考慮し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備える

ため、当中間期に負担すべき

賞与支給見込額を計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備える

ため、当期に負担すべき賞与

支給見込額を計上しておりま

す。

(3) 返品調整引当金

中間期末における売上製品・

商品の返品による損失に備え

るため、返品実績率による損

失見込額を計上しておりま

す。

(3) 返品調整引当金

同左

(3) 返品調整引当金

期末における売上製品・商品

の返品による損失に備えるた

め、返品実績率による損失見

込額を計上しております。



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間期末において発

生していると認められる額を

計上しております。

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(13年)による按分額を発生の

年度より費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(13年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しております。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。

過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(13年)による按分額を発生の

年度より費用処理しておりま

す。

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(13年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金に係る

規定に基づく中間会計期間末要

支給額を計上しております。

(会計方針の変更) 

 役員退職慰労金は、従来、支

出時の費用として処理しており

ましたが、当中間会計期間よ

り、「租税特別措置法上の準備

金及び特別法上の引当金又は準

備金並びに役員退職慰労引当金

等に関する監査上の取扱い」

(日本公認会計士協会 平成19

年４月13日 監査・保証実務委

員会報告 第42号)を適用し、

役員退職慰労金に係る規定に基

づく中間会計期間末要支給額を

役員退職慰労引当金として計上

する方法に変更しております。 

 これに伴い、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と比

べ、営業損失、経常損失はそれ

ぞれ23百万円増加し、税引前中

間純損失、中間純損失がそれぞ

れ905百万円増加しておりま

す。

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左



前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。ヘッジ会計における

振当処理の要件を満たす為替

予約取引については振当処理

を採用しております。また、

特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については特例

処理を採用しております。

５ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…為替予約取引 

金利スワップ

取引

・ヘッジ対象…外貨建資産・

負債の為替変

動リスク、長

期借入金の金

利変動リスク

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

輸入取引等に係る為替相場変

動によるリスクを回避するた

めに、必要に応じて為替予約

取引を利用しております。ま

た、長期借入金の金利変動リ

スクを軽減するために、必要

に応じて金利スワップ取引を

利用しております。なお、い

ずれの取引についても取引限

度額等を定めた管理基準があ

り、これに準拠して取引の実

行および管理をしており、取

引発生の都度、担当取締役に

対し報告しております。

(3) ヘッジ方針

輸入取引等に係る為替相場変

動によるリスクを回避するた

めに、必要に応じて為替予約

取引を利用しております。ま

た、長期借入金の金利変動リ

スクを軽減するために、必要

に応じて金利スワップ取引を

利用しております。なお、い

ずれの取引についても取引限

度額等を定めた管理基準があ

り、これに準拠して取引の実

行および管理をしており、取

引発生の都度、担当役員に対

し報告しております。

(3) ヘッジ方針

輸入取引等に係る為替相場変

動によるリスクを回避するた

めに、必要に応じて為替予約

取引を利用しております。ま

た、長期借入金の金利変動リ

スクを軽減するために、必要

に応じて金利スワップ取引を

利用しております。なお、い

ずれの取引についても取引限

度額等を定めた管理基準があ

り、これに準拠して取引の実

行および管理をしており、取

引発生の都度、担当取締役に

対し報告しております。



 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) ヘッジの有効性評価の方法

為替予約取引については、為

替予約の締結時に、リスク管

理方針に従って、外貨建によ

る同一金額で同一期日の為替

予約をそれぞれに振当てして

いることにより、その後の為

替相場の変動による相関関係

は完全に確保されているので

有効性の評価を省略しており

ます。また、金利スワップ取

引については、特例処理の要

件を満たしているため、有効

性の評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップ取引について

は、ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘ

ッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。

ただし、特例処理によって

いる金利スワップについて

は、有効性の評価を省略し

ております。為替予約取引

については、為替予約の締

結時に、リスク管理方針に

従って、外貨建による同一

金額で同一期日の為替予約

をそれぞれに振当てしてい

ることにより、その後の為

替相場の変動による相関関

係は完全に確保されている

ので有効性の評価を省略し

ております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

為替予約取引については、為

替予約の締結時に、リスク管

理方針に従って、外貨建によ

る同一金額で同一期日の為替

予約をそれぞれに振当てして

いることにより、その後の為

替相場の変動による相関関係

は完全に確保されているので

有効性の評価を省略しており

ます。また、金利スワップ取

引については、特例処理の要

件を満たしているため、有効

性の評価を省略しておりま

す。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左



  

会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に 

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお、従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は34,764

百万円であります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。

― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。なお、従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は34,655

百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表の純資産

の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。



表示方法の変更 

 
  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

― (中間連結貸借対照表関係) 

 「短期貸付金」は前中間会計期間までは流動資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間会

計期間末において資産の総額の100分の５を超えたため

区分掲記しました。なお、前中間会計期間末の「短期

貸付金」の金額は、18百万円であります。

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

21,218百万円

有形固定資産の減価償却累計額

20,567百万円

有形固定資産の減価償却累計額

20,409百万円

 ２

 

 

偶発債務

保証債務

 子会社の金融機関からの借入お

よび社債に対して次のとおり保

証を行っております。

・子会社

 サンスターアメリカインク

US$13,679千 1,612百万円

280百万円

・子会社

 サンスターキャピタル

 (ルクセンブルク)S.A.

US$82,000千 9,707百万円

計 11,600百万円

 

上記のうち外貨建債務保証は、通

貨スワップ取引の行なわれている

ものについてはスワップレートで

換算し、その他のものについては

中間期末日の為替相場によって換

算しております。

 
 

 

偶発債務

保証債務

 関係会社の金融機関からの借入

に対して次のとおり保証を行っ

ております。

・親会社

 ＳＳＡ株式会社

1,000百万円

・子会社

 サンスタースイスＳＡ

US$28,720千 3,315百万円

CHF48,000千 4,725百万円

 盛勢達国際貿易有限公司

RMB  1,000千 15百万円

計 9,056百万円

上記のうち外貨建債務保証は、中

間期末日の為替相場によって換算

しております。

 

偶発債務

保証債務

 子会社の金融機関からの借入に

対して次のとおり保証を行って

おります。

・子会社

 サンスターキャピタル

 (ルクセンブルク)S.A.

US$82,000千 9,707百万円

上記のうち外貨建債務保証は、通

貨スワップ取引の行なわれている

ものについてはスワップレートで

換算しております。



 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

 ３ 偶発事象  

 1980年に当社と米国アルバー

ト・カルバー社との間で締結した

ＶＯ５商標に関する譲渡契約等に

もとづいて使用している同商標に

ついて、当該譲渡契約等に違反し

ているとして、同社から損害賠償

の請求、同商標の使用差し止め等

を求める訴訟が提起され、当社か

らも、同社に対して不当な干渉に

もとづく損害賠償等を求める反訴

を提起していた訴訟において、

2006年12月、米国イリノイ州の連

邦地方裁判所にて、当社が当該譲

渡契約等に違反していること、た

だし、当社に対する損害賠償請求

は認めない旨の陪審の評決があり

ました。なお、ＶＯ５商標の使用

差し止め等については、今回の陪

審の評決の範囲には含まれており

ません。  

 当社は、当該訴訟について、契

約違反とされた評決も含め、正当

な抗弁ができるものと認識してお

り、今後とも当社の主張が認めら

れるよう、控訴を含むあらゆる法

的手段を用いてまいります。 

偶発事象  

 1980年に当社と米国アルバー

ト・カルバー社との間で締結した

ＶＯ５商標に関する譲渡契約等に

もとづいて使用している同商標に

係る裁判について、2006年12月、

米国イリノイ州の連邦地方裁判所

にて、当社が当該譲渡契約等に違

反していること、ただし、当社に

対する損害賠償請求は認めない旨

の陪審の評決がありました。  

 その後、当該評決は法律的解釈

に誤りがあるとして当該評決を無

効にし、再審理を求める旨の当社

の申立と、当該評決にもとづく同

商標の使用差し止め等を求める旨

の同社の申立が同裁判所において

審理されておりましたが、2007年

８月に、当社の申立を棄却し、同

社の申立を認める旨の同裁判所の

決定が下され、同決定の執行につ

いて両者で協議を進めておりま

す。  

 当社は、陪審評決および同裁判

所の決定は、当該譲渡契約等の締

結に至った背景、主旨、内容、お

よび日本における商標法を誤って

解釈したものであり承服できるも

のではなく、控訴手続の中で、こ

れまで通り当社の正当性を主張し

てまいります。

偶発事象  

 1980年に当社と米国アルバー

ト・カルバー社との間で締結した

ＶＯ５商標に関する譲渡契約等に

もとづいて使用している同商標に

ついて、当該譲渡契約等に違反し

ているとして、同社から損害賠償

の請求、同商標の使用差し止め等

を求める訴訟が提起され、当社か

らも、同社に対して不当な干渉に

もとづく損害賠償等を求める反訴

を提起していた訴訟において、

2006年12月、米国イリノイ州の連

邦地方裁判所にて、当社が当該譲

渡契約等に違反していること、た

だし、当社に対する損害賠償請求

は認めない旨の陪審の評決があり

ました。なお、同商標の使用差し

止め等については、今回の陪審の

評決の範囲には含まれておりませ

ん。  

 現在、当該評決は、法律的解釈

に誤りがあるとして当該評決を無

効にし再審理を求める旨の当社の

申立と、当該評決にもとづく同商

標の使用差し止め等を求める旨の

同社の申立が同裁判所において審

理中であります。

※４  中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。

 なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が、中

間会計期間末残高に含まれており

ます。

受取手形       146百万円

 中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。

 なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が、中

間会計期間末残高に含まれており

ます。

受取手形      128百万円

 期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済

処理しております。

 なお、当期末日が金融機関の休

日であったため、次の期末日満期

手形が、期末残高に含まれており

ます。

受取手形       71百万円

※５ 消費税等の取扱 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「未払

金」に含めております。

消費税等の取扱

同左

―――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益項目のうち重要なもの

百万円

営業外収益項目のうち重要なもの

百万円

営業外収益項目のうち重要なもの

百万円

受取利息 12

受取配当金 36

受取賃貸料 72

受取利息 55

受取配当金 40

受取賃貸料 71

受取利息 21

受取配当金 62

受取賃貸料 144

※２ 営業外費用項目のうち重要なもの

百万円

支払利息 179

売上割引 361

営業外費用項目のうち重要なもの

百万円

支払利息 127

売上割引 376

営業外費用項目のうち重要なもの

百万円

支払利息 312

売上割引 731

※３

 

特別利益項目のうち重要なもの

百万円

土地売却益 70

貸倒引当金 
戻入益

5

会員権売却益 2  

特別利益項目のうち重要なもの

百万円

投資有価証券
売却益

1

貸倒引当金
戻入益

1

特別利益項目のうち重要なもの

百万円

土地売却益 70

投資有価証券 
売却益

32

貸倒引当金 
戻入益

5

会員権売却益 2

※４

 

特別損失項目のうち重要なもの

百万円

訴訟関連費用 188

固定資産 
除売却損

42

会員権評価損 5

特別損失項目のうち重要なもの

百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

882

関係会社社債期
限前償還分担金

448

関係会社株式
評価損

409

訴訟関連費用 28

固定資産
除売却損

15

 

特別損失項目のうち重要なもの

百万円

訴訟関連費用 696

固定資産
除売却損

124

会員権評価損 5

投資有価証券 

消却損
0

 ５ 減価償却実施額

百万円

有形固定資産 429

無形固定資産 276

減価償却実施額

百万円

有形固定資産 435

無形固定資産 235

減価償却実施額

百万円

有形固定資産 900

無形固定資産 545



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議による自己株式の取得による増加    1,186,000株 

   単元未満株式の買取りによる増加            11,443株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
(注) 平成19年６月25日開催の株主総会において定款の一部変更が行われ、普通株式には平成19年８月１日付で全部

取得条項が付されることになりました。 

  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議による普通株式の全部取得による増加         53,905,988株 

   取締役会決議による第Ⅰ種種類株式の取得による増加        4,177,092株 

   単元未満株式の買取りによる普通株式の増加              26,781株 

   単元未満株式の買取りによる第Ⅰ種種類株式の増加            2,172株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議による自己株式の取得による増加    1,186,000株 

   単元未満株式の買取りによる増加           139,586株 

  

株式の種類
前 事 業 

年度末（株）
増加（株） 減少（株）

当中間会計 
期間末（株）

普通株式 4,903,015 1,197,443 ― 6,100,458

株式の種類
前 事 業 

年度末（株）
増加（株） 減少（株）

当中間会計 
期間末（株）

普通株式(注) 6,228,601 53,932,769 ― 60,161,370

第Ⅰ種種類株式 ― 4,179,264 ― 4,179,264

普通株式 6,228,601 58,112,033 ― 64,340,634

株式の種類
前 事 業 

年度末（株）
増加（株） 減少（株）

当 事 業 
年度末（株）

 普通株式 4,903,015 1,325,586 ― 6,228,601



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

車両及び 
運搬具

工具器具
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

16 579 595

減価償却 
累計額 
相当額

12 226 239

中間期末 
残高相当額

3 352 356

機械及 
び装置

車両及び
運搬具

工具器具
備品

計

(百万円)(百万円)(百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

22 12 721 756

減価償却 
累計額 
相当額

15 3 339 358

中間期末 
残高相当
額

7 8 382 397
 

車両及び 
運搬具

工具器具
備品

計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

12 758 770

減価償却 
累計額 
相当額

1 337 339

期末残高 
相当額

10 420 431

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

② 未経過リース料期末残高相当額

 

 １年以内 99百万円

 １年超 256百万円

  計 356百万円

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料中間期末残高相当額

は、有形固定資産の中間期末

残高等に占める未経過リース

料中間期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」に

より算定しております。

 

 １年以内 153百万円

 １年超 244百万円

  計 397百万円

(注)     同左
 

 １年以内 150百万円

 １年超 280百万円

  計 431百万円

(注) 取得価額相当額及び未経過リ

ース料期末残高相当額は、有

形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定してお

ります。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 
(減価償却費 
相当額)

61百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料
(減価償却費 
相当額)

80百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 
(減価償却費 
相当額)

167百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― 
 

平成19年11月15日の株主総会におい

て、その時点で親会社であったSSA

株式会社との合併契約を承認し、平

成19年12月１日に合併いたしまし

た。 

詳細は「第５ 経理の状況  １

中間連結財務諸表等(重要な後発事

象)」に記載のとおりであります。

――― 
 

――― 
 

平成19年10月24日の取締役会決議及

び同年11月７日の臨時株主総会決議

により自己株式を取得いたしまし

た。 

詳細は「第５ 経理の状況  １

中間連結財務諸表等(重要な後発事

象)」に記載のとおりであります。

――― 
 

――― 平成19年10月24日の取締役会決議に

より第三者割当による自己株式の処

分を行いました。 

詳細は「第５ 経理の状況  １

中間連結財務諸表等(重要な後発事

象)」に記載のとおりであります。

―――



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 

 
  

(1)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第81期)

自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

平成19年６月26日 
関東財務局長に提出

(2) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第４号(主要株主の異動)の規定
に基づく臨時報告書

平成19年12月３日  
近畿財務局長に提出

(3) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第３号(親会社の異動)及び第４
号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時
報告書

平成19年12月４日  
近畿財務局長に提出

(4) 訂正報告書 上記(2)臨時報告書の訂正報告書
平成19年12月５日  
近畿財務局長に提出

(5) 訂正報告書 上記(3)臨時報告書の訂正報告書
平成19年12月５日 
近畿財務局長に提出



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月22日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンスター株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、サンスター株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 
  

平成19年12月25日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているサンスター株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。  

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、サンスター株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４(4)重要な引当金の計上基準⑤役員退職慰

労引当金に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金について、従来支出時の費用として処理

していたが、当中間連結会計期間より、役員退職慰労金に係る規定に基づく中間連結会計期間末要

支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年12月１日にＳＳＡ株式会社と合併してい

る。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月24日の取締役会決議及び同年11月７

日の臨時株主総会決議により自己株式を取得するとともに、平成19年10月24日の取締役会決議によ

り、自己株式の処分を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

 

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

平成18年12月22日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているサンスター株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第81期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、サンスター株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 
  

平成19年12月25日

サンスター株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているサンスター株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第82期事業年度の中

間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、サンスター株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

 １．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項３引当金の計上基準(5)役員退職慰労引当金に記

載されているとおり、会社は役員退職慰労金について、従来支出時の費用として処理していたが、

当中間会計期間より、役員退職慰労金に係る規定に基づく中間会計期間末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更している。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年12月１日にＳＳＡ株式会社と合併してい

る。 

 ３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月24日の取締役会決議及び同年11月７

日の臨時株主総会決議により自己株式を取得するとともに、平成19年10月24日の取締役会決議によ

り、自己株式の処分を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  尾     清  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  板  谷  宏  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  津  田  英  嗣  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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